
4 鉄道の前後に付給する小巡送に，特殊精進の自動車もし

くは巡送務総を用いて貨物の積替えを可及的に省略し，輸送を

合理化して， 発着q'l.その他の諸経q'l_の節減および貨物の速迷を

可能とする場合。

5 主要終端駅間の 自動車による短絡輸送によって，輸送の

合理化および貨物の速達が可能となる場合。

6 急送を使命とする貨物列車と自動車との結合または出貨

の要求する l時刻，もしくは列車継送H寺刻に適合する自動車使の

設定による列車と自動車と の結合によって，貨物がし、ちじるし

く 速達され荷主に多大の矛11使を供与しうる場合。

以上のケースにおいて鉄道， 自動車のそれぞれの長所を有機

的に結合させ，貨車による強大な輸送力に閉塞区l1Jlなしに走れ

る軽快で館員動性に富む自動車を配し，両々相まって貨物輸送の

合理化をはかるとともに， 荷主に対する輸送サー ビスの対日大を

はかるのて'あるカh これをさしあたりの基本形態としてつぎの

4 形態に区分し用語化している。

l 集約輸送

2 奴以上に発着する貨物を自動車で適当な特定駅に集約して，

貨車輸送と結びつける方法で，これによ って貨車の経済的使用，

積載効率の向上，直行列車の培養，線路容量すなわち線路の輸

送能力の明大および貨物の速主主をはかるにある。集約輸送のう

ち大都市その他同一経済地帯に発着する貨物を， 方面別に特定

J択に集約する場合を地域集約と いい ， また主として幹線上の小

駅に発着する貨物を，線上の主要駅もし くは指定J択に集約する

場合を線上集約と いう。さらに線上集約のうち線上のある間隔

に中心駅を設け， この中心釈に一定の集約地f告を設けてこの集

約地平i~・の純阻Iにおける所在駅の貨物を，中心駅に集約する場合

を と くに中心駅集約と し、う。

2 代行輸送

建設予定絞または建設未成線に代行して， 自動車を使用して

これにかえる場合，およひ.既成総における貨車または荷物事の

輸送を自動車に肩替りさせる 1場合をいい， 不経済な貨11工もしく

は荷物11iの輸送を廃止して ， 紛送および経営の合理化をはかる

とともに， 自動車のひんl支輸送によって荷物の速逮をはかるの

が目的である。事rr線建設に代行する場合を建設代行といい，既

設線の輸送に代行する場合を既設総代行という。

3 短絡輸送

2 線区の聞に短絡線がない場合または短絡線があっても，こ

の短絡線を通過させることが不経済となる場合に 2 線区に隠

する特定以IMlを自動車て‘結ぶこ とで ， これにより迂回(うかい)

輸送を封|しまたは線路容量を緩和して ， 輸送の合理化と荷物の

速達とをはかるのが目的である。

4 両端輸送

現行の鉄道の宅扱のように鉄道の両端の輸送に自動車を使用

し ， 集配を行う場合はこれに該当するが， ここではとくに今後

における 111倣コ γテナーの戸 口直結，貨車を載せる道路用被曳

車(ひえいしぞ ) ， 貨車に載せる道路則被曳車による戸 口直結，

ならびに術物の集散地点に荷数所を設置し， 自動車サービスを

行う等輸送の合理化と荷主への便益を増すことが考えられる。

以上のよ うに協同運輸は， 公共巡送として荷主に対する運送

役務の質的l向上を最大の目的とするものであるが，鉄道自身に

とっては輸送の合理化による企業経営の健全化のために行われ

るのであるから，採算を度外視することはできない。ただし国

民経済的究jJ*と将来的国鉄経営の国1から ， 全体としてプラス と

なる見通 しがある場合は， 目前の採算のみに と らわれず突施す

ることとしてし、る。

きょうどうか

っさ「にこれらの実施基準の中心となるべき具体的事項を挙げ

るとつぎのとおりである。

l 計画の樹立にあたっては災施の規模，突施のJliU)" 実施

の効果等を十分検討しなければならない。

2 必要とする施設・平丙 ・ 要員については，真にやむをえ

ないと認める地合を除いては，現有施設 ・ 車両・配置要員の総

合的活用をはかり，成果をあげるようにしなければならない。

3 突施によって現行の輸送態勢および営業上の施策に相当

の彬響を与える ι認められる場合は， 関係俄|其lè 緊密な述けい

を保ってそごのないようにしなければならない。

4 災施にあたっては国鉄各鉄道管理局は本社と空白援な連絡

をとるほか，必援に応じその地方の荷主， 民間業者および巡輸

省出先後|刻と絶えず連絡を保ち，実施上の悶葉症を除去すること

十こ努めなければならない。

5 実施の効果については荷主への巡送サービスの向上とな

るものでなければならない。

6 経済比較は収支t.i'tうことを目標としなければならない。

この場合赤字線区においては， その赤字を滅少させることがで

きるときは収支償うものとみなす。

7 使用自!ff}JlIょは国鉄自動平， 民間自動111 Gill巡I刻係とも)を

問わず，その協同輸送に最適と秘められるものと協同する。こ

の場合相手方の選定にはその施設， 保有111丙の状態， tt力信用，

既往の突絞および経験，確実性宅事を考慮しなければならない。

8 民i日l自動車使用の場合の翁負契約，主lk賃・料金について

は本社の承認。を経なければならない。なおこの場合公定の巡賃 ・

料金によらず特別の契約料金によるときは，)lli輸省、の認可を主主

することはもちろんである。

9 中継数量の治力fIその他によって ， 嬰員削加を必要とする

場合は，可及的に自局管内の総合運用によ ってまかない，なお

これをまかないえない場合は本社に連絡し， その指示を仰がね

ばならない。この場合自局管内に所在する直営駅を諮負業務処

理規程にもと づく言背負作業とすることによ って，その不足要員

をまかない得る場合はあわせてJ'l. I'll すること。

10 其に必l}.l! とする施設を設備する場合において， 小工.IH'l.

の範囲て寸すいえないものは，能うかぎり早期に本社関係後|刻に

連総をとるほか，所定の手絞を とらなければならない。

11 対象貨物の範閥は (1) ユ 11扱のうち雑貨 (2) 小口貨物

(3) 小荷物とする。ただし線上集約， 代行輸送においては荷物

の全部を対象とすること ができる。

なお協同運輸はべつに偏向輸送といわれている。鉄道の内部

的通念としては L輸送1 と称する場合は主としてレ ーノレ上の輸

送と解されている。しかしながら協同巡輸の対象は広〈 迎輸の

全般にわたるので， 一般的に呼称される協同輸送も同意語と解

してさしっかえない。また前記の集約輸送， 代行総送および短

絡給送を総称して貨車代行ともいわれている。(高野義次)

きょうどうかいそん 共同海損 (英) general a verage 共

同の航海間体を構成する全財産(船舶 ・1l't荷・巡賃等)を脅かす

危険に逝過したとき，その財産をその危険から保全するために

かもした全財産の任意の犠牲，または支出した奥常の孜汗jを意

味し，かっこのような犠牲または費用の支出によって保全され

た全財産が，これらの損容または費用を共同分担する制度 とい

い得る。しかし共同海損は船主と荷主 と の聞に取結ぶいっさい

の契約と見I] ilblに存在するものであって，ただ共同海損に関する

権利義務が問者の特約により 制約され，あるいは変更されるに

過ぎない。船舶とその積荷は海上における 1 つの航海団体であ

って， この航海団体は絶えずもろもろの危険にさらされている。




